
反対討論 

『権利を放棄し、調停を成立させることについて』 

ある女性が起こした民事裁判の地裁判決が一昨日くだり、今大きな注目を集め

ています。真っ向から対立する男女の証言を、証拠に基づく事実として裁判所は

何を認定したか？ 男性側は控訴する、としており次のステージでは、どのよう

に事実が認定されるのか？ 刑事では、書類送検されながら嫌疑不十分で不起

訴になったことから、裁判は行われませんでした。彼女は相手が取り調べでどの

ような証言をしたのか？知ることが出来ませんでした。そのため、真実の追及は

裁判所のみに与えられた厳粛な機能であり、法廷外ではなく、法廷での真実の追

及を求めて民事訴訟を起こした、と彼女は語っています。 

 

さて、本議案における阪南市と指定管理業者との民事調停において、市は 985 万

円余りを当初、事業者に請求しながら、調停において 385 万円あまりの債権放

棄について何をもって譲り合おうとしているのか？  

また、事業者は 445 万円あまりだけに返還義務を当初、認めながら、調停にお

いて 154 万円あまりの追加返還について何をもって譲り合おうとしているの

か？  

先日の付託委員会の後に、本議案にかかる民事調停に関する資料一式を情報公



開請求していますが、未だ目にできておらず、開示期日のメドは立っていません。 

現時点で明らかになった情報だけで、市が『非課税事業であることを知らなかっ

たかもしれないが、非課税事業であることに気づかなかったことについて、385

万円に相当する故意または重大な過失があるとは到底確認できていません。 

もちろん市が認める事業者の返還能力や修繕費用の捉え方は到底容認できるも

のではありません。  

また付託委員会の中で、全額返還が法の道理としていた市顧問弁護士の見解と

して、民事訴訟を起こした結果、さも今の解決金 600 万円を割り込む判決の可

能性があるかのような発言がありましたが、本事案についての見解ではなく、裁

判一般の話として『ありうる』という主旨の発言であったことも後日、確認いた

しました。 

ここで私の目に映るのは、市がこの事業者に対し『将来の関係に大きく依存する

あまり』その関係を何よりも優先し、一切の客観的な事実・真実から目を背けよ

うとしている姿です。住民サービスとして提供されることを期待し、市に預けた

はずの税金 385 万円が、忽然と姿を消そうとしています。  

民事調停による阪南市と事業者が法に縛られない譲り合いで解決を望む一方、

市民・納税者は法律に基づいた事実認定が行われなければ、譲り合うことに何ら

利益を見出すことはできません。 



今回の調停案を受入れず不調とし、民事訴訟の場において法律に基づいて結論

を見出し、その過程を全てオープンにすべきである、と考えることから本議案へ

の反対を表明し、議員各位の代理人・代弁者としての適切なご判断をお願いし、

反対討論といたします。 

 


